
向上した

46.5％
変わらない

26.7％

低下した

24.5％

無回答 2.3％

デジタル技術活用企業

向上した

35.0％

変わらない

35.6％

低下した

27.0％

無回答 2.5％

デジタル技術未活用企業

デジタル化等の急速かつ広範な変化に対応するためには、企業・労働者双方が共同して、デジタ
ル技術活用企業にみられるような人材育成・能力開発の取組を拡大・深化させていくことが重要。

• デジタル技術活用企業は、デジタル技術未活用企業に比べ、「労働生産性が向上した」、「ものづくり人材の育成等がうまくいっている」という回答割合が高い。

• デジタル技術活用企業は、デジタル技術活用のために、「自社の既存の人材に対する研修・教育訓練」に注力。また、「労働者の主体的な学びを促す取組」にも積極的。

• デジタル化等の急速かつ広範な変化に対応するためには、企業・労働者双方が共同して、こうした人材育成・能力開発の取組を拡大・深化させていくことが重要。

デジタル化等が進展する中でのものづくり人材の確保・育成について

デジタル技術活用企業は、効果的な人材育成や生産性向上を実現

（資料出所）図表１～５ JILPT「ものづくり産業におけるDX（デジタルトランスフォーメーション）に対応した人材の確保・育成や働き方に関する調査」（調査時点：2020年11月1日 公表：2021年５月）（以下、JILPT調査）
（注）「デジタル技術」とは、ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）周辺技術（画像・音声認識など）等といった、製造現場で使われる新技術を指す。「デジタル技術活用企業」とは、JILPT調査において、

デジタル技術を「活用している」と回答した企業を指す。回答企業の54.0％がこれに該当。

デジタル技術活用に向けて、幅広く人材育成の浸透を図ることが必要

46.5％が「労働生産性が向上した」と回答 【図表１】

人材育成や能力開発のための様々な取組を実施 【図表２】

51.9％が「ものづくり人材の育成等がうまくいっている」と回答 【図表３】

デジタル技術
活用企業は

【図表１】３年前と比較した労働生産性の変化

デジタル技術活用に当たっての課題

先導的役割を果たすのは

「経営トップ」
（活用企業の53.4％）

導入のノウハウに精通すべき社員層は

「活用部門のリーダー社員」
（活用企業の58.3%）

課題解決のポイント
（デジタル技術活用企業の最多回答項目）

活用を進めるために重要な取組は

「社員の意識改革」
（活用企業の49.2%）

うまく

いっている

51.9 ％

うまく

いっていない

46.0 ％

無回答 2.1 ％

【図表３】ものづくり人材の育成・能力開発の
取組に対する自己評価

うまく

いっている

41.3 ％

うまく

いっていない

55.8 ％

無回答 2.8 ％

デジタル技術未活用企業デジタル技術活用企業

53.2 

47.9 

42.6 

50.1 

37.9 

37.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

デジタル技術導入にかかる

ノウハウ の不足

デジタル技術の活用にあたって

先導的役割を果たすことのできる

人材 の不足

デジタル技術導入にかかる

予算 の不足

（％）デジタル技術活用企業

デジタル技術未活用企業

【図表４】デジタル技術を活用する上での課題（上位３つ）

66.4 

54.0 

46.1 

42.3 

41.4 

37.5 

33.8 

32.9 

28.7 

23.2 

64.7 

41.5 

42.0 

38.1 

32.5 

24.6 

28.0 

24.6 

24.0 

13.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

日常業務の中で

上司や先輩が指導する

作業標準書や作業手順書の活用

業務時間内にベテランが伝承すべき

技能・技術について指導・訓練する

仕事の内容を吟味して、やさしい仕事

から難しい仕事へと経験させる

身につけるべき知識や技能を示す

ＯＦＦ－ＪＴを実施している

主要な担当業務のほかに、関連する

業務もローテーションで経験させる

会社の理念や創業者の

考え方を理解させる

仕事を行う上での心構えを示す

自己啓発活動を支援している

（％）

デジタル技術活用企業
デジタル技術未活用企業

【図表２】ものづくり人材の育成・能力開発に向けた取組（上位10個）

デジタル技術活用企業は、デジタル技術未活用企

業に比べ、「労働者の主体的な学びを促す取組」を

積極的に実施している。【図表２赤枠】

生産性向上人材育成支援センターによる支援

同センターは、全国のポリテクセンター等に設置され、中小企業等
の生産性向上に必要な知識等の習得など、個別企業の課題に
合わせたオーダーメイド型の訓練を多数実施している。

写真：訓練風景

48.6 

27.7 

11.0 

17.0 

12.3 

3.8 

0 10 20 30 40 50 60

自社の既存の人材に対して

デジタル技術に関連した

研修・教育訓練を行う

デジタル技術に精通した人材を

中途採用する

デジタル技術に精通した人材を

新卒採用する

（％）デジタル技術活用企業
デジタル技術未活用企業

【図表５】デジタル技術活用に関する
ものづくり人材の確保に向けた取組（主なもの３つ）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、
リモートワークの導入・活用を進めた企業（製造
業）の割合は、大企業で64.7％、中小企業で
28.9％であり、大きな差。

 デジタル技術活用企業においては、外部人
材の採用だけではなく「自社の既存人材に
対する研修・教育訓練」を積極的に実施し
ている。【図表５】

28.9 

64.7 

0 20 40 60 80

中小企業

大企業

（％）

令和２年度ものづくり白書 「第２章 ものづくり人材の確保と育成」のポイント


